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小さな拠点を核としたふるさと集落生活圏
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出所）「小さな拠点」づくりに関する国土交通省の取組（平成２７年７月）より。

小さな拠点は、小学校
区など、複数の集落が散
在する地域（ふるさと集落
生活圏）において、商店、
診療所などの日常生活に
不可欠な施設・機能や地
域活動を行う場所を、歩
いて動ける範囲に集め、
周辺集落とコミュニティバ
ス等の交通ネットワークで
結ぶことで、人々が集い、
交流する機会が広がって
いく、集落地域の再生を
目指す取組である。



１．地域の現状
－人口・投資・産業・雇用の分析－



1‐1 都道府県の人口動向（その１）
平成22年(2010)～27年(2015)
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出所）総務省統計局

■39道府県で人口が減少しており、大阪府は前回調査の増加から減少に

転じた。その他の道府県も多くは、前回調査より減少の度合いが大きくな
る傾向にある。九州では福岡県以外は減少しており、中でも大分県と宮崎
県では減少幅が拡大している（原因解明が課題）。



1-2 都道府県の人口動向（その２）
平成27年(2015)～令和2年(2020)
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■2015 年から人口が増加しているのは９都府県で、増加率は東京都（4.1％）が最も高く、
次いで沖縄県（2.4％）、神奈川県（1.3％）などである。一方、38 道府県で人口が減少して
おり、減少率が最も高いのは秋田県（6.2％）で、次いで岩手県（5.3％）、青森県（5.3％）な
どとなっている。九州では、この5年間で福岡県以外は減少しており、長崎・大分・熊本で
減少幅が大きい（長崎では大学進学後戻ってこないことが一因との見方もある）。

平成27年～令和2年

出所）総務省統計局 統計Today No.174

平成22年～平成27年



1-3  47の県庁所在都市の人口動向
平成22年(2010)～27年(2015)

6
出所）総務省統計局 統計Today No.106より。

■各都道府県の県庁所在市のうち、24市で人口減少となっている。

■九州では、福岡、熊本、大分、宮崎で増加し、佐賀、鹿児島、長崎で減
少している。
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1-4  減少する市町村人口

H17-22

H22-27

H27-R2
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総務省「行政投資実績」
令和元年度1-5 行政投資の動向

1994年(H.6)以降、行政投資が減少し、都市と地方の格差が縮小し
ている。赤丸個所の2011(H.23)年度以降は東日本大震災復旧の影
響を受け地方圏が増加している。

H.23年

大都市圏

地方圏
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1‐6 海外生産による国内工場立地
への影響



1-7 海外生産比率の推移（製造業）
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出所）第51回海外事業活動基本調査概要（2020年度/令和2年度実績）

・2020年度の製造業現地法人の海外生産比率（国内全法人ベース）注は23.6％、前年
度と比べ＋0.2％上昇。
・業種別にみると、輸送機械（44.4％）、情報通信機械（30.3％）、はん用機械 （29.5％）
などで上昇し、窯業・土石（15.5％）、電気機械（13.3％）などで低下している。



1-8 輸出産業と内需産業の変化
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■輸出産業と輸出誘発産業の拡大と、内需産業と内需誘発
産業の縮小が明確になっている。

総務省「産業連関表」1995，2000，2005，2011年版より作成。



1-9 固定資本形成の推移
（1995～2011年）
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■最終需要の固定資本形成をみると、公的部門は1995年から2011年に
かけ半分以下に、民間部門も同期間に27.7兆円減少し、両部門共に再
投資力が低下し縮小再生産軌道に入っている。

総務省「産業連関表」1995，2000，2005，2011年版より作成。
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増減率

1985～2000

農業 8.3 6.4 5.3 4.5 -41.2%

林業 0.2 0.2 0.1 0.1 -52.0%

漁業 0.7 0.6 0.5 0.4 -39.9%

鉱業 0.2 0.1 0.1 0.1 -43.8%

建設業 9.0 9.5 10.3 10.0 19.4%

製造業 23.9 23.7 21.1 19.4 -12.5%

電気・ガス・熱供給・水道業 0.6 0.5 0.6 0.6 4.3%

運輸・通信業 6.0 6.0 6.1 6.2 11.2%

卸売・小売業，飲食店 22.9 22.4 22.8 22.7 7.0%

金融・保険業 3.0 3.2 3.1 2.8 1.7%

不動産業 0.8 1.1 1.1 1.2 55.7%

サービス業 20.5 22.5 24.8 27.4 44.5%

公務(他に分類されないもの) 3.5 3.3 3.4 3.4 4.2%

分類不能の産業 0.3 0.5 0.7 1.2 350.2%

増減率

2000～2005

農業 4.6 4.4 -6.5%

林業 0.1 0.1 -27.2%

漁業 0.4 0.4 -14.8%

鉱業 0.1 0.0 -42.0%

建設業 10.1 8.8 -15.0%

製造業 19.0 17.3 -11.3%

電気・ガス・熱供給・水道業 0.5 0.5 -17.2%

情報通信業 2.5 2.6 2.9%

運輸業 5.0 5.1 -1.5%

卸売・小売業 18.6 17.9 -5.8%

金融・保険業 2.8 2.5 -12.2%

不動産業 1.3 1.4 6.2%

飲食店，宿泊業 5.5 5.2 -7.6%

医療，福祉 6.8 8.7 25.3%

教育，学習支援業 4.2 4.4 2.3%

複合サービス事業 1.1 1.1 -3.9%

サービス業(他に分類されないもの) 12.8 14.3 9.4%

公務(他に分類されないもの) 3.4 3.4 -2.1%

分類不能の産業 1.2 1.9 50.5%

1985 1990 1995 2000

2000 2005
（国勢調査）
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上段・1985～2000年
では、第1次産業で就
業者が激減している。
下段・2000～2005年
では、第1次産業だけ
でなく第2次、第3次産

業でも就業者が減少し
ている。

以上のことは、グロー
バル循環の進展とナ
ショナル循環の陰りを
反映している。
→このため地域経済の
疲弊が深刻となる。

1-10 就業構造
の変化①

黄色は
減少



1-11 就業構造の変化②
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平成27年国勢調査より

■平成12(2000)年から27(2015)年にかけて、農業・林業(-1.2)、建
設業(-2.7)、製造業(-2.8)、卸売業・小売業(-2.8)、合計-9.5%減少し、
医療・福祉が5.1%増加している。



２．全国各地で実践される
地域政策の事例



（１）照葉樹林と産業観光による
まちづくり－宮崎県綾町－



第1次産業 591,393 0.18
第2次産業 1,560,522 0.46
第3次産業 1,209,667 0.36
　合計 3,361,581 1.00

産業別生産額(H17,百万円,%)
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出所）綾町ホームページより

（１）-1 綾町の概要



(1)-2自然生態系との共生をめざした
各種政策の統合

①環境政策：自然を守る条例(1970)、綾町憲章(1983)等

自然環境の価値を認め最も高い公共性の付与

②産業政策：有機農業、工芸（食品も入る）

農村的な生活様式と生活文化の再建

③産業観光政策：吊り橋、クラフト館等

生活やものづくり、自然に密着し地域を生かした観光
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＜花時計＞

照葉樹林



(1)-3  トレンドの先取りと目標設定
による行財政運営

①明確な目標設定(needs/wants)

条例と憲章によるまちづくりの推進

②産業活性化事業の経営：産業活性化協会

主な観光施設経営の独立採算の達成

③公共施設等の先行投資

過疎債等を活用した社会資本整備・スポーツ施設整備による先行的
な投資の実現

19年間売上３．６億円：逆流現象

本物センター

＜工芸品＞ ＜食品＞

＜ガラス工芸＞＜染物＞



(1)-4  自治公民館運動による
学習・参加・自治

①学習の推進

生涯学習の拠点としての自治公民館

②参加の促進

目の届く範囲である集落を基礎とした住民参加
（集落：10戸～250戸）

③実践的な自治

区長制を廃止し「結いの心」「自治の心」を取りも
どし、集落単位の自治活動を実践
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(1)-5  綾町への入り込み客数と主な施設
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(1)-6  綾町の歳入と交流施設の使用料

0 20000 40000 60000

千円

てるはドーム

総合交流促進施設

馬事公苑

国際クラフトの城・綾城

サイクリングターミナル

千尋自然公園

自然休養村施設

使用料総額：１億２９６１万円

0 500000 1000000 1500000 2000000

千円

地方債

繰越金

県支出金

国庫支出金

使用料

地方交付税

地方譲与税

地方税

使用料：５．７％
３億４００万円

歳入総額：５３億２１００万円

H.16.4.1～H17.3.31  （単位：万円）

売上高 35759

末期棚卸高 9710

販売費・一般管理費 26532

営業外収益 573

営業外費用 0

経常利益 90

特別損失 45

税引前当期利益 45

法人税等 25

当期利益 20

産業活性化協会の財務

委託料１億２０００万円



(1)-7 綾町の地域経済循環の姿
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（２）産業の川上・川中・川下が循環
する林業立村－宮崎県諸塚村－
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カーボン・オフセットを開始

＜世界農業遺産候補地＞



 明治40年、林業立村を村是に
 昭和32年、4大産業(複合経
営)を柱に

（川上）

（川中）

（川下）

 木材加工センター、産直住宅、
小さな交流

 川上・川中・川下の循環

（名物）椎茸寿司
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(2)-2林業立村(明治40年の村是)の確立

百般事業振るわず猛省すべきとした。
本村の現況又然りで、百般事業振るわず、勧業教育に、殖産興業に、

又勤倹貯蓄に、人情風俗の改善を見るは前途遼遠である。我々は深く猛
省すべきだ。

負担を住民に課すことは自治体の本旨では
なく、基本財政を造成するとした。財政とは財
産（造林）のこと。

焼畑農業は生産性が低いとして、林業立村を
掲げる。
農業を本位とするに足らず、林業を本位とすることが適当であり、本村

財政の隆昌は一に森林の興廃、土地利用如何によっている。
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（参考）村是・郡是・国是の由来

明治政府の移殖型産業
振興に対抗し、在来型産
業近代化を唱えた前田正
名の町村是運動の成功
例として有名。

何鹿(いかるが)郡発展の

ために農家に養蚕を奨励
することが郡の急務であ
り、「郡是」であると考えた。

28



（参考）社名「郡是」の由来

今日の急務は国是県是郡是村是を定むる

にあり地方産業振興のため、全国を遊説した前
田正名のこの所信に、波多野は強く共感した。
何鹿郡発展のために農家に養蚕を奨励するこ
とが郡の急務であり、「郡是」であると考えたの
です。

これが蚕糸(さんし)業の振興を目的とする「郡
是製絲株式會社」の社名の由来です。
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(2)-3 ４大産業の確立と自治公民館

 これまでは食糧増産を中心とした、農林業の多角的百姓百
品生産奨励色が強かった。

 しかし、昭和32年に、産業振興五カ年計画の実践を踏まえ
て、新情勢に対応し重点をしぼるべきだとして、造林（用材
林業）、椎茸、畜産、茶を選び、産業の4つの柱と称し、重点
指導を行うことになった。

→多品目少量生産の家族労働型林産複合経営へ
 同時に、公民館組織の中
に、造林、椎茸、畜産、茶
の産業専門部を設ける。
→互助組織＋産業組織へ
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(2)-4 林業立村の進化

①加工・販売部門の確立

・木材加工センターの設置（’84年）

・（財）ウッドピア諸塚の設立（’90年）

・産直住宅の開始（’90年代～）

・加工グループの特産品づくり（’87年）

②百採の森づくりと交流事業の推進

・第4次総合長期計画の策定

・木材産地ツアーの実施と諸塚型

エコツーリズムへの進化

③FSC認証とカーボン・オフセットの開始
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森林（面積95％） モザイク林相
道路網（60m/ha）

林家
4大産業（木材 椎茸 牛 茶）

FSC認証 CoC認証

市売り

産直住宅
工務店 設計士

施主

(販売所)
もろっこハウス
海幸山幸

加工グループ
（村民事業）

（財）ウッドピア
諸塚

耳川広域森林組合
諸塚支所

木材加工センター
（CoC認証）

地域的ウッドシステム

エコツアー
諸塚で山学校
しよう！

会員制
大豆応縁倶楽部

環境を学ぶ旅

木材産地ツアー

古
民
家

し
い
た
け
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館

池
の
窪
グ
リ
ー
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パ
ー
ク

農
家
民
宿

J-VERクレジット

地域的エコツーリズムステム

諸塚方式自治公民館

（交流事業）

地域的フードシステム

(2)-5 諸塚村の地域経済
循環の姿
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（もろっこハウス）



（３）自然エネルギーによるまちづくり
－電気代のいらない町・高知県梼原町－

内閣官房HPより＜風力発電＞

＜ペレット工場＞

＜梼原町＞



(3)-1 はじめに
－自然エネルギーによるまちづくりに高まる関心－

地球温暖化への対応と、さらに原発事故後の
原子力に代わる自然エネルギーへの関心が高
まる中で、檮原町のまちづくりが注目（視察が
倍増）されている。電力自給率100％をめざす
（電気代のいらない町＝公租不要）。脱原発「四
万十川アピール」（文化的景観を保全）。

そこで、代表的な事例である梼原町の自然エネ
ルギーによるまちづくりについて、地域経済学
の視点からアプローチする。
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(3)-2 檮原町のまちづくりの歴史

①1985年「木の里づくり」を掲げ、強い林業づくりを目指
す。→林業の担い手の組織化へ。

②環境保全型まちづくりへの転換

・2000年、FSC認証の取得→循環型社会への対応へ

・2000年9月、森林の多様な機能を保全する「森林づくり
基本条例」、「山中八策（森林組合行動指針21）」、「水
源地域森林整備交付金事業」、「環境基金条例（売電
収入を充当、“環境から得た利益は環境に返す”）」

・第４次総合振興計画（2001年3月）は、「森と水の文化
構想」を理念とし、「環境の里づくり」「健康の里づくり」
「教育の里づくり」を柱とした。
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(3)-3 自然エネルギーによる
地域循環構造の創造

①梼原町における地域経済循環は、地域的ウ
ッドシステムを基礎に地域的自然エネルギー
システムが重層的に創造されており、また後
者が前者をより強固なものにしている。

→地域的ウッドシステムと地域的自然エネルギ
ーシステムの有機的な結合による地域経済
循環の創造。

②木質ペレット生産と雇用の創出

→森の3R事業（Reuse/Reduce/Recycle）



③環境・社会循環の創造

→“自然から得た利益は自然に返す”という考えから、売
電収入やJ－VERクレジットを活用。

→自然エネルギーの活用は、経済的効果だけでなく、温
暖化防止・国土保全など人類的価値を創造する効果
がある。

→自然エネルギーの活用による環境の保全が地域経済
循環を生み出している。

→これらは、人間が地域の環境を保全し利用することに
より、社会的使用価値がもたらされるという意味で“環
境と社会循環”の具体的な姿といえる。
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環
境
省
資
料
よ
り

＜参考＞



森林（面積91％） FSC認証
道路網（52.9m/ha）

林家
（間伐）

原木土場
（選木機）
市場機能

製材工場
（直販）

工務店
設計士
施主

町産材
(地産地消)

ペレット工場
(第三セクター)

建設業者
（バイオマ
ス活用基
地）再資源化

施設

林
業
シ
ス
テ
ム

風力発電

太陽光発電

小水力発電

ペレット

地熱利用

環境基金

J-VERクレジット

（町内）
養護老人ホーム

中学校寮
ホテル 温泉

町外

製材工場
乾燥加工施設

地域的ウッドシステム

地域的自然エネルギーシステム

自然エネルギー

森林価値創造工場

林建協働

(3)-4 檮原町の地域経済
循環の姿

39

ペレット工場



（４）中小企業振興基本条例と帯
広・十勝の地域経済－帯広市



(4)-1 帯広市の概要

41

 明治16年(1883年)に本格的に開拓がはじまり、碁盤
目状の道路網など計画的な市街地形成を行ってきた。

 また、農業を主要産業とする十勝地方(約35万人、1
市16町2村)の中心地であり、農産物集積地、商業都
市としての役割を担っている。

 市域の約6割を占める中央部・

北東部の平地は、その約半分
が農地であり、全国でも有数の
大規模経営の畑作地帯になっ
ている。

 自給率1,100％（カロリーベース）

帯広市HPより。



(4)-2 中小企業振興基本条例の制定

 帯広・十勝は、大規模農業を基幹産業として、食料品製造
業が工業出荷額の70％を占めるなど第2次産業や第3次
産業との間に産業連関が形成され、地域経済循環の高い
地域を形成してきた。

 しかし、農業の国際化と公共事業の減少が進むなかで、
地域経済が衰退し人口が減少するのではないかという危
機感が生まれた。

 そこで、中小企業振興基本条例を制定し、中小企業振興
と産業振興の一体的な取り組みを開始した。

①十勝圏の中に帯広市と中小企業を位置付ける。
②中小企業振興に起業・創業を盛り込む
③市長の責務（第4条：中小企業振興の指針づくり）と中小企
業等の役割→産業振興ビジョンへ
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(4)-3 産業振興ビジョン

 付加価値率の推移を見ると、平成１３年をピークに減少傾
向にあることから、地域資源である農畜産物等の原材料
を地元で加工し、付加価値を向上する取り組みを促進す
る必要があります。

→十勝経済の課題として、内発的な振興を明示し、農産物の
地元加工を掲げている。

→地域的フードシステム、ふーどツーリズム、自然エネル
ギーシステム
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(4)-4 地域経済循環創造の主な取組み

44

 帯広市：フードバレー構想
 (株)山本忠信商店：麦チェンによる小麦の製粉工場
設置

 (有)十勝野フロマージュ：チーズ工房
 (株)ホクコー：餃子
 帯広信用金庫：酒文化再現プロジェクト
→農業産出額(2,500億円)に比べ食品加工を倍以上に。
ものづくりと販路拡大を支援。

→シンクタンク機能が無いので、地域経済振興部(6名)を
発足し将来へ投資した。

→貯蓄－貸出－再投資へ。
ヒアリング調査より。



(4)-5 帯広市の地域経済循環の姿

45

食料自給率1,100％
広大な耕地
国内有数の日照時間畜産

農業
＜小麦、雑穀・豆類、いも類、甜菜＞

林業

製粉
（地元）

と畜・肉
・酪農品

＜ものづくり産業、飲食店、宿泊業＞

ハム・ソーセージ、スイーツ、とかち餃子、
十勝おびひろ枝豆サラダ麺、十勝ピザ、

パスタ、豚丼、中華ちらし

ばんえい
競馬

北の屋
台

とかちむら

＜キッチン、スイー
ツ＆セレクト、産直

市場＞

八千代
牧場

愛国・幸福
駅

紫竹
ガーデン 酒文化

木質ペレット
畜産余剰堆肥
のペレット

牛糞尿の
バイオガス

バイオ
エタノール

バイオ・
ディーゼル燃料

地域的自然エネルギーシステム

ふーどツーリズム
＜地域的エコツーリズムシステム＞

食品加工現場の
視察・体験、試食

地域的フードシステム

十
勝
フ
ー
ド
バ
レ
ー
構
想

中小企業振興基本条例による産業振興ビジョン（産業振興会議）

環境モデル都市

ベーカリー・
キャンプ



（５）内発的発展を目指す
大都市・横浜市

「横浜経済の内発的発展」
実態基礎調査報告書

平成24年3月(2012年)

横浜市経済局・株式会社浜銀総合研究所



(5)-1 企業誘致と集積の歴史

■横浜の産業集積は､戦前･戦後を通して他地域からの進出や
誘致が中心

→港湾と加工貿易による移輸出産業を主たる産業として構成

国内や首都圏における分業と協業の一端を担うことで発展

■戦前から戦後にかけて軽工業から重化学工業へとシフト

→1980 年代以降は工業のハイテク化、研究所の立地の進展

■産業立地は京浜工業地帯から内陸部へとシフト

■人口の増加→全国2 位の人口規模

→就従比率が低下（＝ベッドタウン化）

■サービス業を中心に第三次産業の発展が顕著
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(5)-2 横浜市における内発的発展
の必要性

■横浜経済は、国内・首都圏からの影響を受け、
移輸出産業による域際収支によって成立してき
たが、厚みのある産業集積の形成に伴い、域
内の連携・域内循環が形成。

■全国2 位の人口集積に伴う内需を基盤とした生産、
流通、サービス等の産業の拡大。

■上記のような、多様化し深化する内需力を踏まえた
域内の経済循環を加え、大都市型の内発的発展の必
要性が高まっている。
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(5)-3 移輸出産業と域内最終需要向け産業の変化

49

■内需産業が45.2%から52.3%へ増加し、外需産業が54.8%から47.7%へ減少した。
→主役が交代したことに対応した地域政策の必要性が生じている。
■両者ともに市内循環性が高まっている（7.1%→10.0%, 7.8%→9.7%）。

19.7％



(5)-4 成長産業の経済循環構造

■産業連関表の生産額の増加率・寄与度、横浜市における政
策的な位置づけ

→成長分野16 分野を抽出(石油製品､鉄道旅客輸送､情報サー
ビス､企業内研究開発､医療､介護､その他の対事業所サービス､
観光・ＭＩＣＥ､環境 等)

■移輸出が主：10 分野(石油製品､その他対事業所サービス､
企業内研究開発､環境等)

■最終需要が主：6 分野(対個人サービス､医療､介護､観光・Ｍ
ＩＣＥ)

■市内波及率の高い業種(鉄道車両､鉄道旅客輸送､電力､企
業内研究､観光・ＭＩＣＥ)
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(5)-5 横浜市における内発的発展
のイメージ

51

出所）横浜市経済局・株式会社浜銀総合研究所
「横浜経済の内発的発展」実態基礎調査報告書」 (2012年3月）。



３．現代地域政策の課題



3-1 戦後日本の地域政策
―外来型開発による地域開発―

53

第1これまで、中央集権的行財政と東京一極集中型国土構
造のもと、国による大企業や大型公共事業を誘致する「外
来型開発」と、縦割りの産業政策によって、地域経済は断
片化し自律的な発展を阻害されてきた。
→地域＝償却資産論さえあった。
→幾つかの事例を除き地域を単位として政策をつくる歴史
を持てなかった。

第2加えて、今日ではグローバリゼーションと構造改革によ
り、所得・産業・地域の格差が拡大し、地域それ自体の存
続が問われる段階に至っている。

■外来型開発の対抗軸として、次に見る内発的発展論が登
場した。



3-2 内発的発展運動の系譜
－その目的・方法・主体－

54

町村是運動

中小企業振興
条例づくり

小さくても輝く自
治体フォーラム

内発的発展
運動の開始

戦
前

戦
後

高度成長期(1960年代)：全国で重化学コ
ンビナート建設（外来型開発）が進展。
経済効果が希薄で、公害と貧困化問題。
一方、1970年代、過疎化が進む小規模自
治体で地域おこしが進展＝地域の未来。

グローバリゼーションと構
造改革により所得・産業・地
域の格差拡大。

強引な合併に対し自治体
の存在意義を共有する運動
と、地域循環型経済を創造
する運動が展開(2000年代)。

目的

方法

主体

方法と主体の発展：地元主体で地域循環型経済を軸
に全国各地で地域経済づくりと地域づくり運動が展開。

前田正名。地域の長期計画に相当。

地方名望家主体、議会・財政分析欠除など欠陥
もあるが、近代工業移植路線に対抗し①在来産
業振興、②地域からの内発的発展、③地域に根
ざし収支による「是」を確立、専奨主義(明治中期)。

方法と
主体の
発展
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3-3 現代の地域政策の課題
その１：内発的発展の3条件

それぞれの地域が、内発的に発展する条件を獲
得するためには、

第１に、地域固有の政治経済制度（骨格）とそれ
に根ざす３層の地域循環構造（血液の流れ）を理
論的に把握し、

第２に、産業連関表など統計資料を活用して地域
経済循環の実態を数量的に把握し、

第３に、地域の政治経済制度と３層の地域循環
構造を総合的にマネジメントする地域政策（頭脳）
を確立することが課題となる。
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住
民

自
治
公
民
館

地
域
協
議
会

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

等

（第1次産業：川上
農業 畜産 林業

漁業 等

（第3次産業：川下）
商業 金融・保険
不動産業 運輸・通信

公務 飲食店 宿泊業 等

環 境・アメニティ

地域社会

公共部門 民間部門

地
域
経
済

生

活

衣 食 住

福祉 医療 衛生
消防 教育 文化

等

第
三
セ
ク
タ
ー

地
方
公
社

協
同
組
合

N
G

O
N

P
O

等

（第2次産業：川中）
製造業 建設業 等

各
種
産
業
施
設

各
種
公
設
研
究
所

大
学

各
種
産
業
基
盤

大気 水 土壌 みどり 景観 歴史的遺産 等

公的年金

条例 長期計画

農
家

林
家

中
小
企
業

各
種
経
済
団
体

等

福祉施設 病院
廃棄物処理 消防署
学校 文化施設

等

混合部門

地域の文化 伝統 等

3-4 地域の政治経済制度と3層の地域循環構造

歳出
社会保障関係費

教育費 産業経済費
国土保全・開発費

その他

歳入
地方税 交付税
補助金 地方債
使用料 保険税

等自
治
体
財
政

議会
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②公共・民
間循環

③環境・社
会循環

①地域経済
循環



移出産業地元市場産業

地元市場産業移出産業

第1次
産業

第2次
産業

第3次
産業

第1次
産業

第2次
産業

第3次
産業

付加価値

雇用者所得

営業余剰

拡大
再生産

域外から最終需要流入

域外への付加価値流出

域
外
か
ら
移
入

地
域
経
済

域
外
・海
外
経
済

域外への最終需要流出

調達 販売

最終需要

消費

貯蓄→貸出→再投資

税→公共支出

再投資

(a)

(b) (c)

(d)

域
外
へ
の
移
出

域
外
か
ら
移
入

域
外
へ
の
移
出

域外から付加価値流入

①地域経済循環
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第1次産業
（川上）

公共部門 民間部門

地
域
経
済

生

活

衣食住
福祉 教育
医療 等

第
三
セ
ク
タ
ー

地
方
公
社
等

（公的年金）

混合部門 第2次産業
（川中）

第3次産業
（川下）

＜歳入＞
地方税 交付税
補助金 地方債
使用料 等

＜歳出＞
社会保障関係費

教育費 産業経済費
国土保全・開発費

その他

（A）地域経済循
環の創造支援

（B）住民福祉の
向上

・社会的使用価値効果（A+B）
・価値効果（C）
・料金収入効果

・社会的使用価値効果（A+B）
・価値効果（C）
・税源涵養を通じた税収効果

（C）価値効果（生産誘
発+付加価値誘発+雇
用誘発）税源涵養

出資 出資

②公共・民間循環
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環 境・アメニティ

社 会

大気 水 土壌 みどり 景観 歴史的遺産

環境・アメニティの
保全

エコツーリズム
の実践

CO２削減・吸収

環境負荷軽減
産業

自然エネルギー
の活用

生物多様性
の維持

新しい社会的価値の創造

③環境・社会循環
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 ・国による外来型開発政策の移植から、
地域の特性に根ざした内発的で地域横
断的な地域政策を市町村→県→国へと
形成する。

 ・市町村段階の政策形成をより発展さ
せることが求められる。

 ・都道府県段階の地域政策形成機能
（広域機能+補完機能+先導的機能）の
発展が不可欠である。

 ・国は都道府県と市町村の地域政策を
支援する。

 ・福祉優先の国づくりと地域再生の内発
的発展の同時進行が、地域再生と日本
経済再生の中核的な条件となる。

国の地域政策

都道府県の地域政策

市町村の地域政策

3-5 現代の地域政策の課題
その２：下から(地域から)国へ
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補強 支援



ご静聴
ありがとうございました。
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